
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

October 2020 

8 月のタイ経済は緩やかな回復傾向

► 2020 年 8 月のタイ経済は緩やかな回復傾向

にあります。輸出の減少率の低下、工業生産

や民間投資の改善、公共支出などが貢献し、

国内経済はわずかながら持ち直しています。

しかしながら、外国人旅行者の入国制限によ

り、観光業が依然として縮小しました。また、

民間消費は引き続きマイナス成長になりまし

た。 

 

► 2020 年 9 月の消費者物価の上昇率は、前年

同月比0.70％縮小し、7ヶ月連続のマイナス伸

びでした。その主因として、ガソリンの小売価

格の低下や 9～12 月の電気料金が引き下げ

られたことが挙げられました。一方で、振れ幅

の大きい生鮮食品とエネルギーを除くコア・イ

ンフレ率は同 0.25％の小幅な上昇で、前月と

比べ横ばいとなりました。 

 

► 10月 23日～12月 31日の実地期間の買い物

振興策について、経済効果は短期的で、利

益を得るのは主に大手企業にとどまるとの

見通しです。この買い物振興策は中高所得

者層 185 万～400 万人が参加して経済効果

555 億～1200 億バーツ（約 1890 億～4090

億円）が見込まれます。ただ同振興策は短

期的に消費を活発化させるだけで、メーカ

ーなどの増産判断までつながらないとし、

雇用改善の効果は限定的と予測しました。 

 

 

 

2020年8月のタイ経済情報 

タイ中央銀行が発表した2020年8月の重要な経済指標に

よると、タイ経済は僅かながら回復傾向にあります。輸出

の減少率の低下、工業生産や民間投資の改善、公共支

出などが貢献し、国内経済はわずかながら持ち直してい

ます。一方で、7月に祝日が多かった反動から8月は個人

消費が伸び悩み、全体として回復の足取りは鈍いとなっ

ています。 

8月の民間消費は前年同月比1.1％縮小し引き続きマイナ

ス成長になりました。旅行者の支出が93.0％減、サービス

が25.6％減、耐久消費財が9.6％減、半耐久消費財が

4.6％減、非耐久消財が1.4％減となりました。 

一方で、民間投資は前年同月比4.6％縮小しました。国内

の機械販売が13.0％減と前月に比べて下落幅がほぼ 



 

 

 

 

 

  

横ばいだったのに対し、機械・設備を中心とした資

本財の輸入が9.9％減（前月は20.0％減）、商用車

の購入が8.9％減（前月は16.7％減）と下落幅が縮

小しました。建設認可を受けた土地の面積が0.8％

増となりました。 

8月の輸出は、前年同月比8.2％減の201億米ドル

となりました。前月に比べて、収縮幅が縮小しまし

た。石油価格に連動する製品、自動車、電化製品

の輸出が貿易相手国の景気回復に沿って改善し

ました。しかし、農産物の輸出は収縮幅が拡大し

ました。 

工業生産に関しては、前年同月比9.3％減となり、

前月から改善しました。輸出と民間消費の改善に

より、ほぼ全ての業種で工業生産の収縮幅が縮

小しました。 

観光業では、外国人観光客数が前年同月比

100.0％減となりました。新型コロナウイルス感染

症を封じ込めるため、タイへの入国を禁止する措

置が取られたことが理由です。 

2020 年 9 月のタイのインフレ率 

商務省が発表した2020年9月のヘッドライン・イン

フレ率は、前年同月比0.70％縮小し、7ヶ月連続の

マイナス伸びでした。ヘッドライン・インフレの下落

率が縮小した主因として、ガソリンの小売価格の

低下や9～12月の電気料金が引き下げられたこと

が挙げられました。 

品目別にみると、非食品・飲料部門が前年同月比

1.94％低下しました。運輸・通信は、ガソリンの小

売価格の下落により4.99％低下しました。一方で、

食品・飲料部門は前年同月比1.42％増でした。ほ

ぼ全ての品目が上昇しました。とりわけ、果物・野

菜が3.47％増、肉・魚が3.38％増、調味料が2.25％

増となりました。 

一方で、振れ幅の大きい生鮮食品とエネルギーを

除くコア・インフレ率は、前年同月比0.25％の小幅

な上昇で、前月と比べ横ばいとなりました。 

 



 

 

 

 
買い物振興の所得控除策、効果は短期的 

タイ政府は 10 月 12 日の閣議で、10 月 23 日から

12 月 31 日の実施期間 3 万バーツ（約 10 万円）を

上限に個人所得控除を認める買い物振興策を承認

しました。 

カシコン・リサーチセンターは、この買い物振興の所

得控除策について、経済効果は短期的で利益を得

るのは主に大手企業にとどまると見込まれます。同

振興策実施期間中は中高所得者層 185 万～400

万人が参加して経済効果 555 億～1200 億バーツ

（約 1890 億～4090 億円）が見込まれると予測しまし

た。これまでに需要が縮小していた反動で積み上が

った在庫の圧縮を促進し、事業者の資金流動性を

改善させると見込みます。 

ただ同振興策は短期的に消費を活発化させるたけ

で、メーカーなどの増産判断までつからないとし、雇

用改善への効果は限定的と指摘されました。また同

振興策は 3 万バーツを上限に所得控除を認める見

通しですが、消費者が所得控除を受けるには販売

業者が税務を届け出る必要があるため、大手企業

が恩恵を受け、中小企業は直接的な利益を得ない

と予測しました。 

また政府には、新型コロナウイルス感染症の流行で

公的債務が対国内総生産（GDP）比 60％近くなってい

ることから、経済振興策を慎重に進める必要があり

ます。 

 

 


